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『企業価値に影響を及ぼす地政学リスク』

- 経済が政治的目的達成の手段となる時代へ -
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先月に突然勃発したイスラエル・ハマス戦争は、イスラエル経

済のけん引役となっているハイテク企業に大きな影を落としてい

ます。イスラエルは「中東のシリコンバレー」と呼ばれるほど、

世界でも有数の革新的なハイテク企業、中でもスタートアップ／

ベンチャー企業が多く、国内外から多額の資金を集めてきました

が、今回の戦闘により、資金調達が難しくなるとともに、軍が36

万人もの予備役を動員したことで、ハイテク産業からも従業員の

15％が動員された模様で（NPOのスタートアップ・ネーション・

セントラルの推計。11/21日本経済新聞電子版記事より）、資金

調達と労働力確保の両面から逆風を受けています。

・「エコノミック・ステイトクラフト」「ハイブリッド戦争」で
企業のリスク環境は一層悪化へ

日本とイスラエルの経済関係は良好で、今年５月末にもイスラ

エルの大手経済紙や銀行が主催するビジネスカンファレンスが東

京都内で開催され、弊社も参加していますが、国内外から4～5百

人の企業関係者が集まり、岸田首相も祝辞を寄せ、両国の著名経

済人やベンチャー企業経営者などがプレゼンやディスカッション

を行う盛大なイベントでした。このイベントでイスラエル企業へ

の出資を決めた関係者もいたのではないかと思われますが、その

たった4か月後に今回のような事態が起こるとは、当時のカン

ファレンス参加者は誰も想像しなかったでしょう。



© J P R & C i n c . A l l R i g h t s R e s e r v e d .

株式会社JPリサーチ&コンサルティング
〒105-0001 東京都港区虎ノ門3丁目7番12号 虎ノ門アネックス6階

TEL : 03-6459-0353 MAIL : info@jp-rc.jp

URL : http://www.jp-rc.jp

企業に求められる地政学リスク対応に当社がお役に立てること

Intelligence Company
「企業のための専門情報組織」
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日頃の関連情報の収集と分析が欠かせない作業に
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近年の不安定な国際情勢を背景に、地政学リスクが経済や企業価値、また企業の行動様式に影

響を及ぼす事例がよく見られるようになりました。イスラエル・ハマス戦争によるイスラエル企

業や海外の出資企業への影響の発生は先述の通りですが、2018年からエスカレートした米中摩擦、

2020年の新型コロナ感染拡大、昨年以降のウクライナ情勢は、関税の引上げや輸出入規制、サプ

ライチェーンの混乱、エネルギーや食料価格の高騰などを通じて、1970年代のオイルショック以

来の世界的な高インフレを引き起こし、インフレ抑制に向けた主要国の急速な金融引締めにより、

米国銀行の破綻やクレディスイスの破綻、世界経済の減速などに繋がっています。

弊社は世界に広がる情報ネットワークを駆使した「地政学デューデリジェンス」サービスにより、

お客様の経営判断に資するインテリジェンスをご提供します。

また、近年は「エコノミック・ステイトクラフト（政治的目的達成のために経済的手段によっ

て他国に影響力を行使する）」や「ハイブリッド戦争（同様に政治的目的達成のため、軍事的脅

迫とそれ以外の様々な手段が組み合わされた戦争手法）」といった言葉をよく見聞きするように

なりましたが、経済的威圧や輸出入規制、サイバー攻撃、企業情報等の流出、偽情報等の情報戦、

テロなど、企業の経済活動自体が様々なリスクに晒される機会が増えつつあります。先日も日本

の工作機械が海外の取引先を通じて懸念国の研究機関に不法に流れていたとの旨、日本経済新聞

に出ていましたが、今やM&Aや新規取引などにおいては、対象先企業だけでなく、その先の取引

先や主要株主等まで含めたリスク・デューデリジェンス(DD)を行い、事前に相手先を良く知る

（Know Your Counterparty（KYC））、また定期的なモニタリング調査を行うなどが欠かせなく

なりつつあります。さらに、海外サプライチェーンの管理においては、人権リスクへの目配り、

「人権DD」の実行がMUSTの取組みとなります。地政学リスクへの対応が経営の中心的課題とな

りつつある中、まずは日頃からの関連情報の収集と分析が最低限欠かせない作業となるでしょう。
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